
東京理科大学・経営学部経営学科・講師

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６６０

若手研究(B)

2017～2015

海外子会社の企業家活動を促進するマネージャーの行動と内外制度の共進化に関する研究

co-evolution of subsidiary managers behavior and institutional contexts during 
the process of subsidiary entrepreneurship

７０７３６７０１研究者番号：

渡邉　万里子（Watanabe, Mariko）

研究期間：

１５Ｋ１７１０６

平成 年 月 日現在３０   ６   ２

円     2,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究は海外子会社の企業家活動プロセスを海外子会社内外のコンテクストと海外子
会社マネージャーの行動様式やタスク能力・属性などミクロ要因との相互作用として捉え、その関係性の解明を
目的とした。本研究では文献調査、事例調査、半構造インタビューによる小規模サンプルのサーベイ調査という
３つのサブテーマを遂行した結果、海外子会社のマネジメント層の多様性（個人・チーム）、海外子会社のネッ
トワークの多様性（社内・社外）が高い海外子会社では、海外子会社マネージャーの戦略的行動が取られやす
く、正当性の高い企業家活動の成果が現れる可能性について、仮説枠組の構築とその再検討が行われた。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to clarify the relationship of institutional contexts 
and micro factors of subsidiary (subsidiary manager’s behavioral, demographical, and ability 
aspects) during the process of subsidiary entrepreneurship. In this research, three types of survey 
were conducted (literature survey, case study, small sample survey by semi-structured interviews). 
As a result, the hypothetical framework has showed that the diversity of top management 
(individual/team level) and the diversity of subsidiary network(internal/external) promoted 
manager’s strategic behaviors to legitimate their entrepreneurship to success.

研究分野：国際経営

キーワード： 海外子会社マネジメント層の多様性　海外子会社の社内外ネットワーク　海外子会社の企業家活動海外
子会社の企業家活動　多国籍企業
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 海外子会社の企業家活動に関する研究は、
①決定要因、②プロセス、③多国籍企業内
外にもたらされる影響の側面から実証研究
が進んでいる。近年では、海外子会社の企
業家活動とその国際的進展が海外子会社の
能力や業績に加え(Birkinshaw et al.,1998)、
多国籍企業全体の能力や戦略的意思決定、
現地の競争市場環境に影響を及ぼすことが
指摘されており(Cantwell et al., 2010)、学
術・実務の両側面から重要視されている。 
 しかしながら、海外子会社が従来の役割
や能力を超えて新しい機会を追求する活動
は、かならずしも本国親会社のグローバル
戦略やステークホルダーの期待に対応する
ものとは限らないために（Ambos et al., 
2010）、企業家活動の各段階において多様
な社内外のアクターとの間に利害の不一致
が起こることが推測される（Dougherty & 
Heller, 1994）。こうした利害の不一致は、
海外子会社の企業家活動の正当性を危ぶま
せる「正当性の危機」（Dijk et al.,2011）に
つながるため、必要不可欠な資源の動員を
阻害する要因になる可能性が考えられる。 
 このような多次元レベルの制度的不一致
を克服し、企業家活動プロセスを進展され
る駆動力となるのが「海外子会社マネージ
ャーの行動や特性」といったミクロ要素で
ある。これまでの先行研究では、海外子会
社主体の企業家活動プロセスに寄与する海
外子会社マネージャーの行動特性や資質、
ミクロ組織要因は依然解明されていない
（例外：Dörrenbächer & Geppert, 2009）。 
 以上の研究背景より、多国籍企業研究や
国際ビジネス研究の分野では、海外子会社
の企業家活動プロセスにおける海外子会社
マネージャーの役割に注目し、活動プロセ
スの国際的な進展において重要な行動特性
やミクロ組織要因の解明が重要な研究課題
であると考えた。 
  
２．研究の目的 
 1.で示した問題意識に基づいて、本研究
は海外子会社発の新製品開発活動が国際的
な価値創造活動に進展するプロセスに焦点
を当て、海外子会社マネージャーの行動や
特性といったミクロ要因から説明する理論
的枠組の構築を行う。本研究では、従来の
多国籍企業研究、国際ビジネス研究におい
て議論されてきた海外子会社による企業家
活動の意図とその達成・進展の間には大き
な壁（正当性の危機）があることに着目し、
その進展プロセスを段階的に分けて捉える。 
Ambos et al (2010)を参考に、進展プロセス
の段階を以下のように整理した。 
 
I. 新製品開発の達成 
II. 他国への販売 
III. 多拠点への知識提供 
IV. 中核的イノベーション拠点への進化 

本研究は、上記の海外子会社の企業家活動
プロセス（I.から IV.）を対内外の制度要因
と海外子会社マネージャーの行動様式や能
力・属性などミクロ要因との相互作用関係
から捉え、その関係性の解明を目的とした。 
 
３．研究の方法 
 2.で示した研究目的の達成を目指して、
本研究で当初検討していた研究の範囲は、
以下の３つのサブテーマから成っていた。 
 
1) 研究枠組みの検討 
 海外子会社の企業家活動プロセスを阻む
諸問題やその背景について制度論的視点を
中心に先行研究を整理・再検討し、研究の
枠組を探求する。 
 
2) 事例調査による仮説導出 
 1)に基づいて、①「海外子会社の企業家
活動プロセス」に影響を及ぼす②「対内外
の制度的環境」と③「海外子会社マネージ
ャーの行動や属性」の関係について定性的
な事例調査を実施し、仮説枠組を導出する。 
 
3) 定量データの分析による仮説検証 
 2)で得られた①②③の関係に関する仮説
枠組に基づいてアンケートによるサーベイ
調査を実施し、仮説の検証を行う。 
 
 上記の 1)〜3)のサブテーマの内容とその
調査方法は、研究を進める過程でいくつか
の変更が生じた。以下、その変更が生じた
理由および具体的な変更点を示し、実際に
実施した研究方法を述べる。 
 
 まず、1)については、当初の計画通り、
海外子会社の企業家活動に関連する国際ビ
ジネス・多国籍企業研究分野の先行研究に
加え、制度論、イノベーション研究、アン
トレプレナーシップ研究などの複数分野の
議論も参照し、相互に関連性の高い文献を
中心に文献調査を行なった。 
 次に、2)については、当初の計画通り、
国内外で実施された付加価値の高い新製品
開発活動の事例について日系多国籍企業を
中心に２次データ（新聞記事・公開資料）
を収集した。また、２次データを収集した
対象企業の中から調査協力が得られた日系
多国籍企業の本社の社員、あるいは海外子
会社の社員に対して国内での探索的インタ
ビュー調査を実施した。 この調査では、
２社４拠点（製造業）の海外子会社による
４つの新製品開発事例に関する１次データ
を取得することができた。インタビューは
「海外子会社の新製品開発活動の経緯」、
「海外子会社を取り巻く組織内外環境」、
「正当性の危機を克服する際に寄与したと
考えられる海外子会社マネージャーの行動
や属性、能力や資質」について、インタビ
ュー対象者の当時の認識を中心に伺った。 



以上の１次データ、２次データを統合し、
シングルケーススタディとそれを補足する
マルチケーススタディを行い、それぞれの
結果を突き合わせて仮説の導出を試みた。 
 最後に 3)については、当初の予定を変更
し、修正されたリサーチ・デザインによる
調査と分析を実施した。当初の研究計画で
は、①②③の関係性に関する仮説の検証を
目的として、構成概念の操作化、質問票の
作成、郵送あるいは電子メールによる質問
票の送付と回収を実施する予定であった。
調査対象は日系多国籍企業の海外研究開発
投資先として海外直接投資額が増大してい
る北米、中国に立地する海外子会社（R&D
機能と生産機能の両方、あるいはどちらか
が備わっている在外拠点）のマネージャー
（部課長以上の役職）を調査対象としてい
た。しかし、事前に少規模テストサンプリ
ングを実施したところ、全体的な回答率が
低く、また有効回答率も低かった。回答率
が低い理由として、新製品開発活動に関連
する質問票への回答は企業重要情報の守秘
義務の観点から、困難であることが考えら
れた。また、協力的な在外拠点から質問票
の回答に関する関係各所の了承を得るため
には相当の時間がかかるという見解が寄せ
られた。以上の理由を鑑みると、より実現
性の高い研究計画への変更が必要とされた。 
 そこで、大規模サンプリングによる質問
票調査を変更し、より理論的に調査対象を
絞り込み、質問票項目に沿った内容をイン
タビューによって聞き取る半構造的インタ
ビューの方法によって回答率をあげる工夫
を施すことにした。まず、近年アジア地域
のイノベーションハブとして海外直接投資
が増大している中国を対象地域とした。次
に、調査会社のネットワークを通じてある
程度ランダムにアプローチし、事前に協力
への了承を得ることができた調査対象候補
とした。業種については中国現地での製品
開発活動が進んでいる製造業に絞り込んだ。
以上のアプローチの結果、最終的に了承が
得られた 8社の中国現地法人（R&D機能と
生産機能の両方、あるいはどちらかが備わ
っている）のマネージャー（トップマネジ
メント）に対する半構造的インタビューが
実施された。 
 なお、調査項目はとおりである。 
 
A) 中国現地法人の基本情報 
（半構造的インタビュー） 
「業種区分」「設立年代」「設立方法」に
関する項目を設定。 
 
B) 中国現地法人の製品開発活動 
（半構造的インタビュー） 

 米山ら（2013）を参考に「当該法人におけ
る製品開発活動の目的」「期待されている
戦略的役割」に関する項目を設定。 
 

C) 中国現地法人の製品開発活動の成果
（半構造的インタビュー） 

 Yap et al (2005)、Ambos et al (2010)を参考
に「当該法人の競争優位への貢献度（過去
３年間）」（現地市場、地域市場、世界市
場における競争優位）「多国籍企業全体の
パフォーマンスへの貢献度（過去３年間）」
（財務的業績、新しい知識の創造、親会社・
他拠点への知識提供や事業の国際的進展）
に関する項目を設定。 
 
D) 中国現地法人のマネジメント 
（半構造的インタビュー） 

 Ambos et al (2010)、米山ら(2013)を参考に
「当該法人の戦略的な意思決定の自主性」、
「企業内部（親会社・他拠点）とのコミュ
ニケーション」、「外部アクターとのコミ
ュニケーション」に関する項目を設定。 
 
E) 中国現地法人のマネージャーの属性、
コミュニケーション・意思決定              
（半構造的インタビュー） 

 Yap et al (2005)、Gong et al (2006)、網倉ら
（2008）、Dörrenbächer & Geppert(2009)、乾
ら（2015）を参考に「トップマネジメント
の人数と属性」「在籍年数」「職務経験」
「教育的バックグラウンド」「海外経験」
「コミュニケーション方法と頻度」「意思
決定プロセス」に関する項目を設定。 
 
F) その他、現状抱えている経営上の課題
（自由回答） 

 
４．研究成果 
 3.の研究方法に基づく本研究の成果は、
1)探索的な事例調査、2)半構造的インタビュ
ー調査の２つの調査結果から成る。 
 
1) 探索的事例調査の結果 
 日系多国籍企業の海外子会社における新
製品開発とその国際的進展に関する探索的
事例調査の結果（２社４拠点の４事例）、
海外子会社のマネージャー（部課長以上の
役職）たちは「V.新製品開発の達成」、「VII.
中核的イノベーション拠点への進化」段階
において「正当性の危機」に直面すること
が明らかになった。また、これらの危機は
異なる制度的文脈の不一致によって生じて
いたことが明らかになった。「V.新製品開
発の達成」段階では外部ステークホルダー
との利害不一致が障害となる一方で、「VII.
中核的イノベーション拠点への進化」段階
では内部ステークホルダーとの利害不一致
が障害となる可能性が示された。このよう
な利害の不一致が原因で発生する正当性の
危機に対し、海外子会社マネージャーたち
は「ブリッジ人材の戦略的動員」、「多義
的な意味の付与」といった戦略的・能動的
な行動を取ることによって自らが埋め込ま
れた制度的文脈を変革することが示された。 



 海外子会社マネージャーの戦略的・能動
的行動に関連する彼ら/彼女らの特性は、
「組織レベルの多様な社内外アクターとの
ネットワークにアクセスしている」「個人・
組織レベルで多様な経験を持っている（各
メンバーが複数の異なる職務経験を持つ、
意思決定を行うマネジメントチームが現地
国籍人材や第３国籍人材、業務専門知識が
異なる人材から構成されている）」であり、
このような特性が戦略的・能動的な行動の
源泉となる可能性が考えられた。 
 さらに、後者の特性は前者の特性に影響
を受けている可能性が考えられた。これら
の発見事項を整理して検討された仮説枠組
は以下のとおりである（図１）。 
 
＜図１＞海外子会社の企業家活動プロセス
に影響を及ぼすミクロ組織要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
2) 半構造的インタビュー調査の結果 
 1)の仮説枠組に基づき、変数を設定した。
各変数とその指標に該当する半構造的イン
タビューの項目は以下のとおりである。 
 
I. 海外子会社マネジメント層の多様性 
① 個人レベルの多様性 
「これまでに複数の業界を経験している」
「これまでに複数の専門的職務を経験して
いる」について「１：全く当てはまらない」
から「５：非常に当てはまる」までの５点
尺度で回答してもらう。 

 
② チームレベルの多様性 
 「女性メンバーの比率」「本国籍メンバ
ーの比率」「現地国籍メンバーの比率」「第
３国籍メンバーの比率」についてそれぞれ
実数で回答してもらう。 
 また、構成メンバーの「年齢の異質性」
「在籍期間の異質性」「職務経験の異質性」
「最も長く経験した専門的職務の異質性」
「出身母体の異質性」「経験してきた業種
の異質性」について「１：全く思わない」
から「５：非常に思う」までの５点尺度で
回答してもらう。 
 さらに、構成メンバーの「修士号保有者
比率」「博士号保有者比率」について実数
で回答してもらう。 
 
I. 海外子会社マネジメント層の多様性 

① 海外子会社の社内ネットワークの多
様性 

「本国親会社との情報交換」「本国親会社
との人的交流」「本国親会社との共同研究」
「本国親会社との技術授受」「他国海外拠
点との情報交換」「他国海外拠点との人的
交流」「他国海外拠点との共同研究」「他
国海外拠点との技術授受」について「１：
全く活発でない」から「５：非常に活発」
までの５点尺度で回答してもらう。 
 
② 海外子会社の社外ネットワークの多
様性 

「現地顧客との情報交換」「現地顧客との
人的交流」「現地顧客との共同研究」「現
地顧客との技術授受」「現地サプライヤー
との情報交換」「現地サプライヤーとの人
的交流」「現地サプライヤーとの共同研究」
「現地サプライヤーとの技術授受」「現地
大学・研究機関との情報交換」「現地大学・
研究機関との人的交流」「現地大学・研究
機関との共同研究」「現地大学・研究機関
との技術授受」について「１：全く活発で
ない」から「５：非常に活発」までの５点
尺度で回答してもらう。 
 
③ 海外子会社マネージャーの戦略的行
動 

新製品開発活動プロセスにおける意思決定
に際して「社内・社外のアクターを橋渡し
する視点を持った人材を動員する」「出身
母体の利害を超えて全体的な観点から議論
し、行動する」について「１：全く当ては
まらない」から「５：非常に当てはまる」
までの５点尺度で回答してもらう。 
 
④ 海外子会社の企業家活動成果 
「当該法人の競争優位への貢献度（過去３
年間）」（現地市場、地域市場、世界市場
における競争優位）」「多国籍企業全体の
パフォーマンスへの貢献度（過去３年間）
（財務的業績、新しい製品・事業の創造、
親会社・他拠点への知識提供や事業の国際
的進展）」について「１：全く増大してい
ない」から「５：非常に増大している」ま
での５点尺度で回答してもらう。 
 
 まず、サンプルの全体的な傾向として、
ランダムにアプローチした中国現地法人の
マネジメント層の多様性はチームレベル・
個人レベルの側面において、さらに属性・
タスク能力の側面において低い水準にある
ことが明らかになった。 
 しかし、チームレベルでのタスク能力の
多様性が全体平均と比較して相対的に高い
拠点グループでは、社内ネットワークだけ
でなく、現地アクターとの対外的なネット
ワークの構築が進んでおり、海外子会社マ
ネージャーの戦略的行動も活発であること
が伺えた。そして、その結果として企業家



活動による多国籍企業全体への貢献（新し
い製品・事業の創造）も相対的に高い水準
にあることが示された。以上より、海外子
会社マネジメント層における「チームレベ
ルの多様性」が高い拠点グループでは「海
外子会社の社内ネットワークの多様性」と
「海外子会社の社外ネットワークの多様
性」が高く、「海外子会社マネージャーの
戦略的行動」が活発であり、「多国籍企業
全体のパフォーマンスへの貢献度（過去３
年間）（財務的業績、新しい知識の創造、
親会社・他拠点への知識提供や事業の国際
的進展）」が高まる可能性が示された。 
 以上より、海外子会社マネジメント層の
構成メンバーは多様な経験を通じた多様な
タスク能力や社内外ネットワークを活用し、
多様なアクターとの相互作用を通じた知識
の獲得や対内外正当性の構築に取り組んで
いる可能性が垣間見えた。そして、正当性
の危機が発生しやすい海外子会社の企業家
活動において相対的に高い成果を達成する
可能性が示された。 
 本研究では当初の研究計画の変更により、
仮説検証に至るまでの大規模なサンプルを
取ることができなかった。そのため、サン
プルをコントロールし、変数間の因果関係
を確認するまでには至れなかった。しかし
ながら、探索的事例調査と半構造的インタ
ビュー調査によって日系多国籍企業の中国
現地法人におけるマネジメント層の特性と
対内外ネットワーク、海外子会社による企
業家活動の進展状況を把握し、いくつかの
興味深い発見事実を見いだすことができた。 
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